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７月１日～７日の「全国安全週間」に向け準備を！

安心して安全に働くことができる職場に！

全国安全週間は、厚労省と中央労働災害防止協会（中災防）が主唱者

となり、毎年７月１日～７日を期間として取り組まれています。「人命

尊重」という理念のもと、「産業界での自主的な労働災害防止活動を推

進し、広く一般の安全意識の高揚と安全活動の定着を図ること」を目的

に、昭和３年から一度も中断することなく実施され、今年で９４回目と

なります。

2021年度実施要綱の趣旨では、労使が協調して労働災害防止対策を

展開し、その努力によって労働災害は長期的に減少して、2020年の労

働災害による死亡者数は3年連続で過去最少となる見込みとしていま

す。一方で、休業4日以上の死傷者数は、高齢者の労働災害、転倒災害

や「動作の反動・無理な動作」による労働災害が増加し、新型コロナウ

イルス感染症の罹患による労働災害も加わり、2002年以降最多となる

見込みと指摘しています。

こうした状況下で、労働災害を減少させるには、高年齢労働者の増加

など就労構造の変化や新型コロナウイルス感染症の拡大による社会情

勢の変化などに対応し、将来を見据えた持続可能な安全管理を継続させていくことが必要としています。

実施の具体について一部抜粋して掲載しますが、こうした趣旨と合わせて、後述する2020年労働災害の

状況を踏まえ、2021年度全国安全週間の取り組みを強化することを期待します。

２０２１年度スローガン

持続可能な安全管理 未来へつなぐ安全職場！

安全文化を醸成するため、各事業所では、次の事項を実施します。

（1）全国安全週間及び準備期間中（６月１日～３０日）に実施する事項

実施にあたっては、「３密回避」など、感染防止対策を徹底し、「感染拡大予防ガイドライン」等に沿う

①安全大会等での経営トップによる安全への所信表明を通じた関係者の意思の統一及び安全意識の高揚

②安全パトロールによる職場の総点検の実施

③安全旗の掲揚、標語の掲示、講演会等の開催、安全関係資料の配布等の他、ホームページ等を通じた自

社の安全活動等の社会への発信

④労働者の家族への職場の安全に関する文書の送付、職場見学等の実施による家族への協力の呼びかけ

⑤緊急時の措置に必要な訓練の実施

⑥「安全の日」の設定のほか全国安全週間及び準備期間にふさわしい行事の実施

（2）継続的に実施する事項

①安全衛生活動の推進

・安全衛生管理体制の確立（年間計画の策定やマニュアルの整備、安全衛生委員会の設置や活性化等）

・安全衛生教育計画の樹立と効果的な安全衛生教育の実施等（各層別の教育、特に雇い入れ時教育の徹
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底や未熟練労働者に対する教育、有資格者の充足、災害事例、マニュアルを活用した内容の充実等）

・自主的な安全衛生活動の促進（労働災害の分析や再発防止対策の徹底、職場巡視、４S活動、ＫＹ活動、

ヒヤリ・ハット等の活動の充実等）

・リスクアセスメントの実施（機械設備の安全化、作業の改善、化学物質のリスクアセスメント等）

②業種の特性に応じた労働災害防止対策（小売業・社会福祉施・飲食店等の第三次産業、陸上貨物運送業、

建設業、製造業、林業等の防止対策を特記）

③業種横断的な労働災害防止対策

・高年齢労働者、外国人労働者に対する労働災害防止対策（高年齢労働者へのガイドラインに基づく措

置、外国人労働者への安全衛生教育の実施、派遣労働者等の安全管理の徹底や安全活動の活性化）

・転倒災害防止対策（段差や凹凸、継ぎ目等の解消、危険箇所の表示など「見える化」の実施等）

・交通労働災害防止対策（適正な労働時間の管理、睡眠時間の確保など安全衛生教育の実施等）

・熱中症予防対策（WBGT値の把握と作業環境の管理、計画的な順化期間の設定、水分・塩分の積極的

摂取、日常の健康管理や健康状態の確認、熱中症予防に関する教育の実施等）

２０２０年労働災害発生状況！

死亡者数は最少も死傷者数は増加傾向！

厚労省は４月、2020年労働災害発生状況

（1～12月）を発表しました。

それによると死亡災害は802人で3年連続

減少し、過去最少となりました。第13次労働

災害防止計画で重点業種となっている林業は

増加に転じるも、建設業、製造業については

減少しています。この他、陸上貨物輸送業も

大幅に減少し、全体的に減少傾向になってい

ますが、全業種の死亡災害に占める重点業種

の割合は5割を占め、陸上貨物運送業を加え

ると、6割にものぼります。

死亡災害の型別では、「墜落・転落」は前年

比減となったものの、最多で全体の24％を占めています。一方、「はさまれ・巻き込まれ」、「交通事故」

については増加し、全体的に死亡災害は減少するも、この3つの型別で全死亡災害の6割となります。

「墜落・転落」の多い業種は建設業で、全体に占める割合は36.8％、「はさまれ・巻き込まれ」は製造業

が最多で全体の33.1％を占めます。「交通事故」については、陸上貨物運送業が最も多く、全体の36.8％

を占める状況となっています。

休業4日以上の死傷災害については、13114

6人で前年比増で、うち新型コロナウイルス感

染症の罹患による労働災害は6041人となって

います。また、60歳以上が34928人で、約4

分の１を占めています。

製造業、建設業にあっては死亡災害同様、前

年比減となっていますが、重点業種では、陸上

貨物運送業が増加し、第三次産業の小売業675

人・4.8％増、社会福祉施設については3222

人・32.1%増と急増しています。一方、飲食店

は188人・3.7％減となるなど、産業構造の変

化や就労環境等の要因だけではなく、新型コロ

ナウイルス感染症の蔓延にともない各業種の

業務量等にも変化を及ぼし、労働災害の発生や型別等に影響していると推察出来ます。
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死傷災害の型別では、「転倒」災害が最も多く前年比943人・3.1%増で、腰痛等の「動作の反動・無理

な動作」も1412人・8.0%増と大幅に増加しています。一方で、「交通事故」、「墜落・転落」、「はさま

れ・巻き込まれ」は減少していますが、「転倒」災害の24％を筆頭に、これら災害の型別を合わせると、

全体の災害の6割超となります。「転倒」災害の60.8%は休業1カ月以上で、平均休業日数は41.8日になる

など、業務や日常生活においても、段差や凹凸などに十分気を付ける必要があります。

「転倒」が多い業種としては、小売業で34.5％、社会福祉施設、飲食店がそれぞれ災害全体の約3割弱、

また「動作の反動・無理な動作」が多い業種は社会福祉施設で31.6％を占めています。建設業や製造業は

死傷者数は前年比で減少するも、「転倒」や「動作の反動・無理な動作」については増加傾向にあり、陸上

貨物輸送業についても増えています。

「墜落・転落」については、建設業が多く、前年比減となってはいるものの、建設業の災害の31.8％を

占め、起因物別では「はしご等」が29.7%と最多となっています。また、陸上貨物運送業も27.3％と多く、

そのうち荷役作業中等が27.3%となっています。「はさまれ・巻き込まれ」は、製造業が多く、24.2％発

生するなど、業種によって死亡災害及び死傷災害の型別は一定の傾向を示しています。

労働災害を防止するためには、安全安

心な施設・設備の整備など安全配慮義務

をはじめ、危険防止や健康障害防止の措

置、安全衛生教育など、使用者に労働安

全衛生法の遵守を徹底させていくこと

が重要と考えます。

労働災害発生状況からも業種と災害

の型別とは密接に関係していることな

ど、各職場では業務上の特性を熟知し、

対策をしているとは思いますが、「不安

全な行動」や「不安定な状態」によって

労働災害は誘発されます。厚労省の調査

結果では、85.6％の労働災害が「不安定

な行動」と「不安定な状態」の両方が重

なっていると報告しています。安全衛生

員会等で職場状況や環境、これまでの事故やヒヤリハット事例などを参考にリスクを詳細に洗い出し、こ

れらを十分把握した上で、「不安定な行動」や「不安定な状態」の危険要因を回避する対策や予防をすすめ

るなど、使用者と労働者が一体となって取り組んでいく必要があると考えます。

6月は転倒災害防止月間で、7月第一週は全国安全週間です。安全文化の醸成や意識の向上、行動の推進

に向け、どの職場でも起きる可能性があり、対策でできる転倒防止について、取り組みを強化してはどう

でしょうか。まず、上表で職場の自分の行動をチェックしてみましょう。

厚労省が2020年に4年ぶりに実施！

職場のハラスメント実態調査結果！

厚労省が2020年10月、企業、労働者等を対象に職場のハラスメント実態調査を4年ぶりに実施し、本

年4月に報告書が発表されました。その特徴的な調査結果について記載します。

企業調査では、過去3年間の相談件数で、最多がパワハラで48.2％、セクハラ29.8％、顧客等からの迷

惑行為（以降カスハラ）19.5％、妊娠・出産・育児等セクハラ（以降マタハラ）5.2％、介護休暇等ハラ

スメント1.4％、就活等セクハラ0.5％の順になっている。相談件数の推移として、パワハラ、カスハラ、

マタハラ、介護休暇等ハラスメント、就活等セクハラについては件数が変わらないとの回答割合が多く、

セクハラだけが減少しているが多い。また、カスハラだけが減少よりも増加が多いとしている。したがっ

て、相談件数はパワハラが最も多いが、セクハラ相談は減少し、カスハラが増える傾向となっている。

ハラスメントの内容は、パワハラは精神的な攻撃74.5％、セクハラでは性的な冗談やからかい56.5％、

マタハラ及び介護休暇等ハラスメントは上司の制度利用を阻害する言動等で42.9％及び45.0％、カスハ

ラは長時間の拘束や過度なクレーム59.5％、就活等セクハラでは食事やデートの執拗な誘い52.2％の割

全国安全週間の一取り組みとして、自分の行動や施設など

転倒災害防止についてチェックしてみましょう！

□ 両手で大きな荷物を抱えるなど足元が見えない状態で歩かない

□ ポケットに手を入れて歩いたり、歩きスマホをしない

□ 手すりのある階段などでは手すりをもつ

□ 自分の足のサイズに合った靴、靴底が滑りにくい靴をはく

□ 傾斜注意、手すりを持とうなど注意を促すステッカーを貼る

□ 遠くからでも見える段差部分の色を変える

□ 机の間など歩行が確保される広さになっているか

□ 荷物、資材、工具など片付けているか

□ 床の汚れや油汚れ、雨水の吹きだまりなどがないか

□ 暗がりにある通路、出入り口付近、階段など足元の照明は十分か
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合が高い。行為者と受ける側の雇用形態では「正社員から正社員」、関係性では「上司から部下」が最多で

ある。防止対策では、「方針の明確化と周知啓発」と「相談窓口の設置と周知」が８割ある一方、「相談内

容や状況に応じて適切に対応すするための措置」は４割で、形式的に措置している企業の割合が多いと推

察する。カスハラ及び就活等セクハラの対策では、「特にない」が57.3％及び71.9％となっており、対策

が急がれる。

一方、ハラスメントの予防・解決のための取り組みによる副次的効果として、「職場のコミュニケーショ

ンが活性化する・風通しがよくなる」が35.0％と最も多く、次に「管理職の意識の変化で職場環境が変わ

る」が32.4％となっており、対策することで職場環境が改善されることは明らかである。逆に職場環境の

不整備や劣悪さがハラスメントを生む要因や土壌となっているとも考えられる。

取り組みの課題としては、「ハラスメントの判断が難しい」65.5％が最も多い。全体的に課題を上げた

企業は減少し、「特にない」が増えているものの、「社員の意識が低い・理解不足」や「対応する適切な人

材不足」が増えていると報告している。しかし、社員の意識の問題にするのではなく、ハラスメント防止

に向けた企業責任や会社の運営が問われていると考える。

労働者調査では、過去3年間のパワハラ、セクハラ、カスハラの経験は、それぞれ31.4%、10.2%、1

5.0%であった。過去5年間でのマタハラ経験は26.3%、過去2年間での就活等ハラスメント経験は25.

5%であった。パワハラ及びセクハラの行為者は上司が多く67.9%、55.2%で、カスハラでは顧客等77.

1%で、「上司に引き継いだ」36.6％、「毅然と対応した」32.6%、「謝り続けた」32.3%となっている。

パワハラは3人に1人が受け、行為者は上司が7割近くと多く、最近はカスハラが増加し、7人弱に1人の割

合で受けていることになる。

ハラスメントを受けた後の心身の影響は、「怒りや不満、不満を感じた」が最も多い。パワハラ・セクハ

ラを受けた後の行動では、「何もしなかった」が最多で、それぞれ35.9％、39.8％である。一方でカスハ

ラでは「上司に相談」48.8%、「同僚に相談」34.0％と相談の割合が多く、パワハラで前回調査と比較し

て「同僚や上司の相談」が増えている。また、ハラスメント防止に取り組んでいるという評価が高い職場

ほど相談が多く、「何もしない」という割合が少ないと報告している。

ハラスメントを受けても「何もしない」理由は、「何をしても解決にならない」が5割を超えて最も多く、

次に「職務上不利益が生じる」が続く。一方、ハラスメントを知った等の勤務先の対応では、パワハラで

は「何もしてくれなかった」47.1%、セクハラ及びカスハラでは「解決のための相談にのってくれた」が

それぞれ34.6％、48.6%と最も高い。

一方、ハラスメントを知った後の勤務先の

対応は、パワハラでは「何もしなかった」4

7.１％、セクハラ及びカスハラは「解決の相

談にのってくれた」がそれぞれ34.6％、48.

6％と最も多い。上司や同僚の相談が増加傾

向にあるといっても、パワハラは指導との境

界線が曖昧なこともあって、職場での対応が

難しいことを伺わせる結果となっている。

また、勤務先によるハラスメントの認定で

は、パワハラ、セクハラともに「あったと

も、なかったとも判断をせずに曖昧なままだ

った」が最多で、59.3％、40.2％となっている。認定後の勤務先の対応では、パワハラでは「行為者に

謝罪させた」28.5％が最多で、次に「何もしなかった」22.3％だが、セクハラでは「会社として謝罪し

た」32.4％が最も多く、次に「行為者に謝罪させた」27.0％である。セクハラに対する社会的批判も高

まり認識や法整備がすすんだことなど、企業として対応せざるを得なくなってきていることも背景にある。

一方、「ハラスメント行為をした」「指摘された」は7.7％で、ハラスメントを受けた側３割と比較すると

大差がある。勤務先の防止対策では、「方針の明確化と周知」62.9％、「相談窓口の設置と周知」52.1％

が多いが、企業側調査の８割が対策とを比較すると認識に開きがある。また、勤務先の取り組み評価では、

「取り組んでいる」が52.5％と半数以上が評価し、勤務先が積極的に取り組んでいると回答したものでは、

職場環境が改善されたとの回答が多かった。勤務先の求める今後の取り組みとしては「コミュニケーショ

ンの活性等の取り組み」が30.4％と最多で重要と考えるが、人権や労働者の尊厳を尊重した環境づくり、

職場づくりが極めて大切なことから、これに向けた取り組みの強化に期待します。


